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これまで報告利益として使用されてきている利益概念は，収益から費用を差
し引いて算出される純利益である。つまり，企業活動の努力と成果を費用と収
益というフローの面で把握した，いわゆる収益費用アプローチに基づく利益で
ある。しかしながら近年，アメリカ・イギリス・日本の会計基準や ISABで注
目されている利益概念として包括利益がある。
包括利益は，資産および負債の変動，つまりストックの面での財産変動の把
握を可能とした資産負債アプローチによって導出された利益である。一期間に
生じた取引やその他の事象から生ずる企業純資産の変動をいう。収益費用アプ
ローチによれば，貸借対照表の純資産に生じた変動額，つまり特定の資産と負
債の評価差額が認識できないため，資産負債アプローチによって算出された包
括利益との間に差額が生じることになる。こうした差額は，例としてその他の
有価証券評価差額や土地評価差額がその原因であり，SFAS130では「外貨換
算調整額」，「最小年金債務追加額」，「売却可能証券に係る未実現保有損益」及
び「デリバティブ公正価値の変動」があげられていて，この開示が求められて
いる。
本稿においては，FASB，IASB，日本の基準を基に有価証券の分類と評価
に限定し，そこから生ずる評価差額の処理を巡る包括利益の計上の意義や報告         
様式について考察をする。特に報告様式として，包括利益計算書を作成表示す
るか否かではなく，再分類調整いわゆるリサイクル処理の意義を中心に議論を
する。特に包括利益の表示は何を意図するものでありか，つまりそれは「純利
益＋その他の包括利益＝包括利益」であるので，その他の包括利益をリサイク
ル処理して表示することの考え方をFASB，IASB，ASBおよびわが国会計基
準の報告様式を比較することにより明らかにしたいと思う。
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米国の有価証券の会計基準であるSFAS115は，有価証券の分類を大きく「持
分証券」と「負債証券」に分類したうえで，持分証券を「売買目的 (trading)」「売
却可能 (available-for-sale)」の2つに分け，負債証券を「満期保有目的 (held-
to-maturity)」「売買目的」「売却可能」の3つに分類している。「満期保有目的」
に分類されるものは，償却原価法で（par.7），「満期保有目的」に分類されな
いもの，つまり「売買目的」「売却可能」のものは「公正価値」で測定するこ
とを定めている（par12）。そして，「売買目的」の債券から生じる未実現保有
利得・損失は稼得利益に含め，「売却可能」の債券から生じる未実現保有利得・
損失は，資本の独立項目として報告されると定められている (par.13)。
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大分類 小分類 測定方法 表示箇所
持 分 証 券
売 買 目 的 公 正 価 値 P/L
売 却 可 能 公 正 価 値 B/S
負 債 証 券
売 買 目 的 公 正 価 値 P/L
満 期 保 有 償 却 原 価 P/L
売 却 可 能 公 正 価 値 B/S
　SFAS 115は「満期保有目的」に分類される債券のみが，償却原価で評価す
るものとしている。このことは，「積極的な意思と能力（par.7）」をもって保
有する債券であり，「満期保有目的」に分類される負債証券を敢えて制限的に         
規定することを選択したということから (par.59)，償却原価で評価される債券
の範囲を限定しているとうかがえる。
同時に，SFAS 115では，「跛行性 (not evenhanded) 1」を理由に「低価法」
を否定している (par.27b)。すでに金融業・証券業の会計基準においては，低
価法ではなく時価により金融商品の評価が行われていて評価基準が不統一で
あった他の諸基準を改めて統一し，一般企業においても公正価値を求めるこ
とに狙いがあった2。つまり，他のGAAPから，「売買目的」の債券を公正価
値で評価することは，自明であるとの考え方がFASBの根底にあるとすれば，
SFAS 115のイントロダクションで明示している「公正価値会計の運用の拡大
(par.1)」は，「売買目的」の証券ではなく，「売却可能」の証券に焦点を向けら
れているのではないかと思われる3。
また，SFAS 115は「売却可能の証券の，未実現保有利得・損失を，資本の
独立項目として処理する理由について，負債に公正価値会計を適用しないまま，
一部の資産のみを公正価値で評価した場合，年度利益のボラティリティが増大
することを懸念した (par.79)」と記述している。このように，SFAS 115の基
準設定の過程を見る限り有価証券の分類の根拠が明確ではないということは他
の論者も言っているところである4。「売却可能」に分類される証券が「その他
の包括利益」を生み出した要因であることをみれば，「その他の包括利益」の，
たとえば業績指標性等その性質に問題が残ることになる。
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前節では，米国における有価証券の分類について見てきた。日本における
1　大日方隆「現物証券の評価と業績測定：基準書第115号」『金融商品をめぐる米国財務会計
基準の動向―基準の解説と検討―　米国財務会計基準（金融商品）研究委員会報告　下巻』
企業財務制度研究会 ,1995,p211
2　大日方隆 ,同上書 ,p218
3　大日方隆 ,同上書 ,p219
4　大日方隆 ,同上書 ,p215          
それに相当する基準は「企業会計基準第10号（以下，「金融商品会計基準」）5」
である。
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分　類 測定方法 表示箇所
売 買 目 的 有 価 証 券 時　　価 P/L
満 期 保 有 目 的 有 価 証 券 取得原価（※） －
子 会 社 及 び 関 連 株 式 取得原価 －
そ の 他 有 価 証 券 時　　価 B/S
※取得価額と額面が異なり，その差額が金利の調整と認められる場合は償却原価
図表2は金融商品会計基準で定められた，有価証券の分類である。SFAS115
における売却可能有価証券に該当するものは，「その他有価証券」である。そ
して，その処理については，「・・・時価をもって貸借対照表価額とし，評価
差額は洗い替え方式に基づき，次のいずれかの方法により処理する。(1)評価
差額の合計額を純資産の部に計上する。（全部純資産直入法）(2)時価が取得原
価を上回る銘柄に係る評価差額は純資産の部に計上し，時価が取得原価を下回
る銘柄に係る評価差額は当期の損失として処理する（部分純資産直入法）6。な
お，純資産の部に計上されるその他有価証券の評価差額については，税効果会
5　ASBJ,「金融商品に関する会計基準」改正平成19年6月
　尚，当基準は平成11年1月に「企業会計審議会」から公表されたものであるが，平成18年8
月にASBJより「企業会計基準第5号」の公表や，会社法及び会社法への対応として公表さ
れた複数の会計基準との関係で改正したものと説明されている。また，平成19年の改正は，
金融商品取引法の施行により，有価証券の取り扱いの範囲が異なることを理由としている。
6　EDINET(Electronic Disclosure for Investors' NETwork)で，2006年4月1日 ～ 2007年3
月31日の期間で以下の条件で全文検索を行った。
　キーワード「部分資本直入」or「部分純資産直入」
　　　　検索結果「該当件数　141 件」
　キーワード「全部資本直入」or「全部純資産直入」
　　　　検索結果「※該当件数が多すぎる為，3000件で打ち切りました」
　との結果が得られたことから，わが国では，「部分直入法」を選択する企業が圧倒的に少な
いことが予測できる。          
計を適用しなければならない。（18項）（カッコ内，筆者）7」と規定されている。
このように，その他有価証券の評価差額を税効果を測定した後に純資産の部に
直接計上する理由については，国際的な同行に歩調を合わせたことを理由とし
ている8。また，部分純資産直入法は日本基準特有の処理方法であるが，この
処理を認める理由として「・・・保守主義の観点から低価法に基づく銘柄別
の評価差額は損益計算書に計上することもできるようにした・・・。（80項）」
と述べられており，また，洗い替え法を用いる理由として「・・・その他有価
証券の評価差額は毎期末の時価と取得原価との比較により算定することとの整
合性・・・。（80項）」と述べられている。この点は低価法を否定し，その他
の包括利益を累積する米国基準とは異なる特徴であり，概念フレームワークを
持たない日本の会計基準が，取得原価主義をベースとする企業会計原則を拠り
所として，他の関連する法律との整合性を求めている実情をみることができる。
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IFRSにおける有価証券に関する基準は，1995年に公表された IAS32（「金
融商品：開示及び表示」）と1998年に公表された IAS39（金融商品：認識およ
び測定）である。IAS32及び IAS39は2003年に改訂され，さらに IAS39につ
いては2004年に最近の改訂がなされている。図表3は，改訂 IAS39で定められ
た金融資産の分類である。
7　ただし，注釈において「(注7)　その他有価証券の決算時の時価について―その他有価証券
の決算時の時価は，原則として，期末日の市場価格に基づいて算定された価額とする。ただ
し，継続して適用することを条件として，期末前1ヶ月の市場価格の平均に基づいて算定さ
れた価額を用いることもできる。」とされている。
8　同基準書 ,77－79項          
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分　類 測定方法 表示箇所
公正価値の変動が損益として認識される金融資産 公正価値 P/L
満 期 保 有 投 資 償却原価 P/L
貸 付 金 等 債 権 償却原価 P/L
売 却 可 能 金 融 資 産 公正価値 B/S
　図表3から見るように，SFAS 115と金融商品会計基準に類似したものとなっ
ている。ただし，有価証券の売買取引の認識にわが国では，有価証券等の金融
商品を購入する際，約定日に有価証券購入を認識し，それに伴う未払いの債務
を認識する「約定日基準」を採用しているが9，改訂 IAS39ではこの方法に加
え，有価証券の受渡日に有価証券の購入を認識する「受渡基準」の2つの方法
の選択を容認している。ただし，受渡日基準を選択する場合原価または償却原
価で評価を行う金融資産については，約定日から受渡日までに当該金融資産の
公正価値に変動があってもその変動額の認識は行わないが，公正価値で評価さ
れる金融資産にあっては，売手・買手ともに約定日から受渡日までの公正価値
の変化を「(ⅰ )損益を通じて公正価値で評価される金融資産については損益計
算書上で，(ⅱ )売却可能目的の金融資産については株主持分の部で認識される
（par.57）。」ことが特徴的である。
Υ࡝ࠨࠗࠢ࡞ࠍᎼࠆળ⸘ಣℂߩᬌ⸛
これまで考察してきた3つの会計基準では「売却可能」に分類される証券の
評価差額を資本の部に直入することにより，貸借対照表と損益計算書が非連携
になるという問題が生ずる。いわゆる「クリーン・サープラス」という会計の
大前提が満たされなくなるのである。この問題に対応するため，SFAS 130で
は資本に独立して表示される項目である損益計算書の末尾である「当期純利益」
9　日本公認会計士協会 ,金融商品会計実務指針　第22項         
の後に「その他の包括利益」を継続して表示し，新たにボトムラインを「包括
利益」として開示することで外見上はクリーン・サープラスを満たすという対
応がなされている。また，SFAS 130では，未実現保有利得・損失を有する有
価証券を売却，つまり損益が実現したときには，当該利得・損失を「当期純利益」
に含め，「その他の包括利益」から除外するものであると規定している（par.18）。
この処理は一般に「リサイクル（再分類調整）」といわれている (par.18) 。こ
のリサイクルとは何なのかという基本的な疑問を，アメリカや日本などの会計
基準に準拠しながら検討をすすめる。
以下にSFAS130のAppendixCの設例を加工修正して示し，考察することに
する。
=⸳଀? 10
・一会計期間は，4月1日から翌3月31日まで
・税率は30％
・配当宣言はない
・有価証券の分類は売却可能有価証券
・設立　2004年3月　
・資本金　10,000円　現金出資とする
2004年3月31日 ＠100×100株＝10,000円 購　　入
2005年3月31日 ＠120×100株＝12,000円 期末時価
2006年3月31日 ＠150×100株＝15,000円 期末時価
2007年3月31日 ＠160×100株＝16,000円 売　　却
10　SFAS130　Appendix Cの貨幣単位を＄から円に修正し，１期分を追加した。         
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SFAS115にもとづく仕訳は以下のとおりとなる。
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日　付
借　　方 貸　　方
科　目 金　額 科　目 金　額
2004年3月31日 売却可能有価証券 10,000 現 金 10,000
2005年3月31日
売却可能有価証券 2,000 未実現保有利得 2,000
未実現保有利得 2,000 繰 延 税 金 負 債 600
その他の包括利益 1,400
2006年3月31日
売却可能有価証券 3,000 未実現保有利得 3,000
未実現保有利得 3,000 繰 延 税 金 負 債 900
その他の包括利益 2,100
2007年3月31日
現 金 16,000 売却可能有価証券 15,000
有価証券売却益 1,000
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T/B（2004/3/31） T/B（2005/3/31）
借方残高 勘定科目 貸方残高 借方残高 勘定科目 貸方残高
現 金 現 金
10,000 売却可能有価証券 12,000 売却可能有価証券
繰 延 税 金 負 債 繰 延 税 金 負 債 600
資 本 金 10,000 資 本 金 10,000
その他の包括利益 その他の包括利益 1,400
有価証券売却益 有価証券売却益
10,000 10,000 12,000 12,000
T/B（2006/3/31） T/B（2007/3/31決算調整前）
借方残高 勘定科目 貸方残高 借方残高 勘定科目 貸方残高
現 金 16,000 現 金
15,000 売却可能有価証券 売却可能有価証券
繰 延 税 金 負 債 1,500 繰 延 税 金 負 債 1,500
資 本 金 10,000 資 本 金 10,000
その他の包括利益 3,500 その他の包括利益 3,500
有価証券売却益 有価証券売却益 1,000
15,000 15,000 16,000 16,000         
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資産 2005年 2006年 2007年
○現金 0 0 16,000
○売却可能有価証券 12,000 15,000 0
負債
●繰延税金負債 600 1,500 1,500
　（内当期発生繰延税金負債） (600) (900) (0)
●未払法人税 0 0 300
純資産
●資本金 10,000 10,000 10,000
●当期純利益（A） 0 0 (700)
　有価証券売却益 0 0 1,000
　法人税（－） 0 0 300
純利益 0 0 700
●その他の包括利益 1,400 3,500 3,500
　当期発生保有利得（B）　 2,000 3,000 0
税効果（C）　 600 900 0
当期その他の包括利益（D）＝（B）－（C） 1,400 2,100 0
包括利益 1,400 3,500 4,200
　次に，SFAS 130にもとづきリサイクル処理を行えば，図表7の仕訳が追加
される。
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2007年3月31日
再 分 類 調 整 3,500 有価証券売却益 5,000
繰 延 税 金 負 債 1,500
その他の包括利益 3,500 再 分 類 調 整 3,500
両者間において異なる点は，累積評価差額である有価証券売却益5,000円が
再分類調整の相手勘定として認識されることである。したがって，純利益と包
括利益の関係は図表8のように示される。         
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資産 2005年 2006年 2007年
○現金 0 0 16,000
○売却可能有価証券 12,000 15,000 0
負債
●繰延税金負債 600 1,500 0
　（内当期発生繰延税金負債） (600) (900) (▲1,500)
●未払法人税 0 0 1,800
資本
●資本金 10,000 10,000 10,000
●当期純利益（A） 0 0 (4,200)
　有価証券売却益 0 0 6,000
　法人税（－） 0 0 1,800
純利益 0 0 4,200
●その他の包括利益 1,400 3,500 0
　当期発生保有利得（B） 2,000 3,000 0
税効果（C） 600 900 0
リサイクル（再分類調整）（－）（E） 3,500
当期その他の包括利益 (D)＝ (B)― (C)+(E) 1,400 2,100 ▲3,500
包括利益 1,400 3,500 4,200
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日本におけるこれらの処理に関する基準は，「企業会計基準第5号（以下，「純
資産会計基準」）11」と「金融商品会計基準」である。純資産会計基準では，こ
れまでの貸借対照表中の「資本の部」という名称を「純資産の部」として改
め，その構成の内訳を「Ⅰ株主資本」「Ⅱ評価・換算差額等」「Ⅲ新株予約権」
（連結貸借対照表においては「Ⅳ少数株主持分」が追加される）に分類し，Ⅰ
株主資本の変動と損益計算書で計算された当期純利益の一致をもって，連携し
たものとみなしていることが特徴である。日本では，包括利益単独に関する会
11　ASBJ,「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」平成17年12月         
計基準は設定されてはいないが，株主資本の変動を純利益としてとらえること
ができる12。全体的に資産負債アプローチにもとづきながらも，収益費用アプ
ローチの考え方を重視したものとなっている。このような処理方法は熟慮され
たものであるが，利益観の議論において，しばしば対立の構図として取り上げ
られる両利益観を融合した「後発の優位が発揮されているということができよ
う。13」という見解によって代表されるものである。しかし現段階では，その
他の包括利益の表示に関する基準設定は行われていない。
次に，日本における会計基準にもとづく処理を示してみよう。
ここで米国基準との仕訳の相違は毎期首に洗い替え処理を行っていることで
ある。このことにより，米国基準ではその他の包括利益と繰延税金負債が有価
証券を保有する期間中は累積するのに対し，日本基準では累積されないことに
なる。
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日　付
借　　方 貸　　方
科　目 金　額 科　目 金　額
2004年3月31日 その他有価証券 10,000 現 金 10,000
2005年3月31日
その他有価証券 2,000 有価証券評価差額 1,400
繰 延 税 金 負 債 600
2005年4月1日
有価証券評価差額 1,400 その他有価証券 2,000
繰 延 税 金 負 債 600
2006年3月31日
その他有価証券 5,000 有価証券評価差額 3,500
繰 延 税 金 負 債 1,500
12　秋葉賢一「純資産の部の表示基準について」『企業会計』Vol.58 No.3,中央経済社 ,p.57
　株主資本の区分については，「財務報告における情報開示の中で，特に重要なのは投資の成
果を表わす利益の情報であると考えられ，・・・当期純利益とこれを生み出す株主資本が重
要視されることによる。」，また，評価・換算差額等の区分については，「・・・国際的な会
計基準において，「その他包括利益累積額」として区分されているが，包括利益が開示され
ていない中でそのような表記は適当ではないため，本会計基準では，その主な内容を示すよ
う「評価・換算差額等」として表記することした」と説明されている。
13　徳賀芳弘「討議資料の特徴と論点―内外へのメッセージ―」斉藤静樹『詳解「討議資料■
財務会計の概念フレームワーク」中央経済社 ,2005,p.176         
2006年4月1日
有価証券評価差額 3,500 その他有価証券 5,000
繰 延 税 金 負 債 1,500
2007年3月31日
現 金 16,000 その他有価証券 10,000
有価証券売却益 6,000
図表９の仕訳にもとづいて貸借対照表を示すならば，図表10のように示す
ことができる。この場合においても，米国基準と同様な算定過程を示すことが
できる。
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資産 2005年 2006年 2007年
○現金 16,000
○売却可能有価証券 12,000 15,000
（内，洗い替えによる期首繰戻）（－） (2,000) (5,000)
負債
●繰延税金負債 600 1,500 0
　洗い替えによる期首繰戻（－） 600 1,500
　（内，当期発生繰延税金負債） (600) (1,500) (0)
●未払法人税 1,800
資本
●資本金 10,000 10,000 10,000
●当期純利益（A） (4,200)
　有価証券売却益 6,000
　法人税（－） 1,800
純利益 0 0 4,200
●その他の包括利益 1,400 3,500 0
洗い替えによる期首繰戻（－）（E） 1,400 3,500
　当期発生保有利得（B） 2,000 5,000 0
税効果※（C） 600 1,500 0
当期その他の包括利益 (D)＝ (B)― (C)+(E) 1,400 2,100 ▲3,500
包括利益 1,400 3,500 4,200
※　当期発生繰延税金負債の累計である
　　なお，表中の下線は，強調表示するために付した
14　米国基準との比較を考慮し，日本基準でいう「その他有価証券評価差額金」を，米国基準
の「その他の包括利益」と同義として扱い表記した。同様に，「その他有価証券」を「売却
可能有価証券」と表記してある。以後，これに準ずる。         
図表10の比較から明らかなように，金融商品会計基準では洗い替えを行う
ことで，結果的に毎期リサイクルを行っていることが確認できる。ただし，日
本基準の場合は翌期首に純資産に直入した評価差額と繰延税金負債を戻し処理
をするため，期中の貸借対照表の表示価額は取得原価となっていることに注意
が必要である。
ここまで，有価証券の会計処理に関する会計処理の問題と包括利益算定過程
における会計処理の問題を考察し，リサイクルを行った場合と行わなかった場
合を検証した。包括利益算定におけるリサイクルの問題は，実現利益の表示と
関連させ議論がなされるべきものであると考えられる。リサイクルとは，これ
までの伝統的な会計ではあらわれることがなかった会計処理である。リサイク
ルという会計処理は，未実現保有利得・損失が一時的に資本の部に収納されて
いたものを，当該有価証券の売却，つまり実現・稼得基準を満たしたときに純
利益に振替える処理であるといえる15。しかし，リサイクルに関する議論は，
単に実現概念と直結した問題であるわけではない。以下リサイクルを行う意味
において先行研究をもとに考察してみることにする16。
15　例えば，「・・・以前『その他の包括利益』に含められた項目を，『その他の包括利益』項
目から控除するとともに，純利益までのいずれかの区分に含めることである。」
　　小野正芳「『損益計算書外項目』のリサイクルとその簿記処理」佐藤信彦編著『業績報告
と包括利益』白桃書房2003.p.135
16　G4+1は業績報告の議論について，1998年にL. Todd Jonson and Andrew Lennard.
REPORTING FINANCIAL PERFORMANCE : Current Developments and Future 
Directions. FASB.1998を公表し，その結果を踏まえて1999年に Kathryn Cearns, REPORT-
ING FINANCIAL PERFORMANCE:A
　Proposed Approach.FASB.1999　を公表している（以下，「G4+1特別報告書」）。G4+1特別
報告書では，利益開示の一元観・二元観との議論で業績とリサイクルを関連付けて示されて
いるが，本論分ではこの議論を本旨としないため，詳述は割愛する。
　　リサイクルについて，業績の観点と関連付けて示したうえで，利益の一元観と二元観との
関連とは単なる財務業績の開示・報告の問題だけではなく，認識・測定の問題であることが
示されているが，本論分ではこの問題を本旨としていないためこの議論は割愛する。         
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伝統的な会計観における貸借対照表は，損益計算書の次期への繰越表，いわ
ゆる連結環としての役割を果たしてきた17。とりわけ伝統的な会計ではその体
系が動態論に立脚しているため，貸借対照表の各項目が直接損益に影響を与え
ることはない。また，会計は情報提供機能と利害調整機能を持つものであるが，
意思決定有用性アプローチの下では前者がその中心的機能となっており，将来
の稼得キャッシュ・フローの割引計算に必要な情報が要求されることになる。
この場合，貸借対照表が利益計算の役割を担うこととなり，貸借対照表項目の
財貨変動がその測定の基礎となる18。そのひとつの例が，有価証券評価差額の
算出にみられることになる。一般に企業の投資は，事業投資と金融投資に分類
されるが，事業投資に利用される資産は同種同類の資産であってもそれを保有
し運用する者の能力により期待できるキャシュ・フローが異なる。しかし，金
融投資の場合は，誰が保有していても市場で取引される価格を上回るキャッ
シュ・フローを獲得することはできない。こうした意味では，すでに投資にあ
てられている保有有価証券の評価額の測定に市場価格を用いることは当然のこ
とである。本節ではこうした前提を踏まえ，その他の包括利益そのものの性質
について検討したうえで，リサイクルの効果と意義について考察する。
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一般に企業に内在する意思決定に有用な情報は，実際のキャッシュ・フロー，
将来キャッシュ・フロー，非会計情報に分類できると考えられる。これら，企
業に内在する意思決定に有用な情報をひとまとめにして，測定可能性，検証可
能性，実現・実現可能・稼得基準というフィルターを通過させることをイメー
ジしたものが，図表11である。非会計情報とは，自己創設のれん，ブランド，
17　辻山栄子「利益概念と情報価値Ⅰ―実現の考え方―」斉藤静樹編著『会計基準の基礎概念』
中央経済社 ,2002,p.349
18　井上良二『財務会計論』税務経理協会 ,2002,p7を参照。         
商標，特許，ケイパビリティ（人的資源等）等の測定可能性は低い情報ではあ
るが，投資意思決定に有用な情報であると考えられるものである。しかしなが
ら，財務報告に客観的に測定ができない情報項目を載せることは困難であるこ
とはあきらかである。このように考えると，将来の稼得キャッシュ・フローの
割引計算に資する情報は，実際のキャッシュ・フローと将来キャッシュ・フロー
であり，ここでいう実際のキャッシュ・フローは実現・実現可能・稼得基準をもっ
て稼得が確定した「純利益」と考えることができる。したがってここで考察さ
れなければならないものは，将来キャッシュ・フローである。さらに将来キャッ
シュ・フローは，3つに分類できる。現在所有する資産または負債からキャッ
シュ･フローが生じるとすれば，そのキャッシュ･フローの予測値は予測する者
により異なる。これを財務報告に用いるとすれば，当然情報作成者の主観によ
り判断された予測値が表示されることになる。この予測値を「主観的キャッシュ
･フロー」とする。また，現在の会計は完全市場で機能しているわけではない
ため，経済環境の変化により割引計算を行う際に利子率に変化がおこる可能性
があるという不確実な要素が入る19。これを，「予測不能キャッシュ･フロー」
とする。そして，最後に公正価値をもって検証可能性のフィルターを通過し最
終的に抽出された情報が，財務諸表利用者の予測の出発点となりうるものであ
り，FASBがいう将来キャッシュ・フローに関する情報であると位置づけられ
ると指摘できる20。図表11で，実現キャッシュ・フロー＋客観的キャッシュ・
フローから実現キャッシュ・フローを除いたものがその他の包括利益である。
19　将来キャッシュ・フロー割引計算については，西澤茂「キャッシュフロー割引計算の方法」
北村敬子・今福愛志『財務報告のためのキャッシュフロー割引計算』中央経済社 ,2000,pp16-26
参照。
20　小野正芳「包括利益計算の枠組」東京情報大学研究論集Vol.8 No.2,2005, pp.40-41         
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企業に内在する意思決定に有用な情報
実現CF
将来CF
非会計情報
客観的CF 主観的CF 予測不能CF
↓ ↓ ↓ ↓ ↓
測定可能性
↓ ↓ ↓ ↓ ↓
実現CF 客観的CF 主観的CF 予測不能CF
↓ ↓ ↓ ↓
検証可能性（公正価値）
↓ ↓
　実現CF 客観的CF
↓ ↓
資産負債アプローチ
（未実現部分）
↓
客観的CF ⇒その他の包括利益
その他の包括利益とは，検証可能性のフィルターを通過させることにより測
定されたものである。その内訳は，売却可能有価証券（その他の有価証券）の
評価損益であり，売買投資リスクからの解放という考えではなく，公正価値に
より測定された投資有価証券である。公正価値を，投資の期待の平均値である
ととらえれば，取得原価と時価との差額は，市場における次の認識時点の投資
にかかるリスクの状態をあらわしているといえる。これをその他の資産項目に
あてはめるとするならば，売却可能有価証券は，事業資産のようにのれん価値
を持たず，売買目的有価証券のように積極的にキャピタル・ゲインを得るとい
うものでもない。つまり，その他の包括利益は，企業の事業活動に影響を及ぼ
すことがない売却可能有価証券に分類された金融資産の現在のリスクの状態を
示している情報とみることができる。このように考えれば，売却可能有価証券
の時価変動の結果として算出されるその他の包括利益が企業業績を構成すると         
は簡単にいうわけにはいかない21。
SFAS130において，包括利益を
　　　　　　　包括利益　＝　純利益　＋　その他の包括利益
として記されているが，こうした観点からは，業績である純利益に業績とはと
らえられないその他の包括利益を加算した包括利益を，業績利益とすることは
難しい。したがって，包括利益は，業績と一定時点の財産変動がもたらしたも
のが混在した単なる会計上の合算値であるといえる。しかし，その他の包括利
益は，リスクの状態をあらわすものであるから，ボトムラインである包括利益
は，企業業績に決算時点のリスクの状態を加算したものであるととらえること
ができる。したがって，収益費用アプローチでは示すことができない新たな情
報を示すことになっている。
　　　　包括利益　－　リスクの状態　＝　企業業績
　　　　リスクの状態　＝　包括利益　―　企業業績
としてとらえれば，包括利益とは，企業の収益力とリスクの状態を合算した，
企業の全体的な累積業績であるということができる。
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これまで，その他の包括利益の情報の内容について考察してきた。その結果，
その他の包括利益は伝統的な財務報告では示すことができなかった情報を新た
に開示しているということが確認できた。しかしながら，その他の包括利益が
実現利益に転化したときの処理が問題となる。この問題についてSFAS130で
は，リサイクルという処理を行うことを規定している (par.26)。このリサイク
ルについてSFAS130にもとづいて検証をする。
21　例えば　佐藤信彦「包括利益」氏原茂樹編著『国際財務会計論』税務経理協会2005,pp.167-168
参照。          
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リサイクルを行わない場合 リサイクルを行う場合
2005年 2006年 2007年 2005年 2006年 2007年
繰 延 税 金 負 債 600 1,500 1,500 600 1,500 ▲2,100
純　　 利　　 益 0 0 700 0 0 4,200
そ の 他の包括利益 1,400 3,500 3,500 1,400 3,500 0
当期その他の包括利益 1,400 2,100 0 1,400 2,100 ▲3,500
包 括 利 益 1,400 3,500 4,200 1,400 3,500 4,200
図表12より次のことが確認できる23。
①　リサイクルをしてもしなくても包括利益の金額は同じである。
②　リサイクルを行う場合と行わない場合では，純利益の金額が異なる。し
たがって，全体利益と期間利益の一致を考えると純利益を区分表示する
意味がない。
③　リサイクルを行う場合，包括利益と純利益を比較すると，包括利益は早
期に売却可能有価証券の評価損益を認識計上する結果となっている。
図表12のうちリサイクルを行う場合をみてみると，売却可能有価証券の売
却が完了した年度の純利益と包括利益が一致していることが確認できる。もち
ろん当該年度の純利益の数値は，リサイクルにより一度反対仕訳で相殺された
その他の包括利益が，有価証券売却益として損益計算書を経由し，法人税等を
減算した結果算出されたものである。ここに表示されている純利益の値は売却
が完了した年度を含めた各年度の当期その他の包括利益の総和と一致する。し
たがって，純利益の値は，各期のその他の包括利益として早期に認識・測定さ
れたその他の利益を合算することによって当期の業績に組み込んだ金額（純利
益とその他の包括利益を合計した）となっている。また，リサイクルの値は，
過去のその他の包括利益の総和に一致する。これまでの考察より，その他の包
22　倉田幸路「包括利益をめぐる議論とその理論的背景」『税経通信』税務経理協会 ,2004.12,
ｐ .29を参考に作成した。
23　倉田幸路 ,同上書 ,ｐ .29を要約して引用した。         
括利益は，リスクの状態であった。したがって，リサイクルの値が意味するも
のは，リスクから解放された売却可能有価証券のリスクの総額であるというこ
とができる。この値が，包括利益計算書に表示されることで純利益の情報価値
を補足する機能を果たしているともとらえられる。
純利益　＝　過去のリスクの累計（その他の包括利益）
＋税引き後当期時価変動額+その他の純利益構成項目
であることから，リサイクルの値は，業績の計算結果である純利益の中の，リ
スクから解放された部分を説明していることになる。
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日本では，包括利益に関する会計基準が設定されてはいないため，リサイク
ルという会計処理自体は存在しない24。米国基準との大きな違いは，その他の
包括利益（日本では，「その他有価証券評価差額」）を年度毎に累積せずに，毎
期首に洗い替えを行うことで，リサイクルを行っていると同様な結果となって
いることは指摘した。しかし，米国基準のようにリサイクルの値を表示するこ
とがないため，リサイクルの効果が財務諸表にあらわれることがなく，年度末
のその他の包括利益の純額が表示されるのみである25。また，リスクから解放
された部分は，純利益の中に埋没しており，実現利益の純額のみが表示される
結果となっている。
他方で，包括利益概念を米国に先駆けて導入した英国では，FRS326により，
24　日本では，2006年5月1日より「(新 )会社法」が施行され，「会社計算規則」において「損
益計算書等には，包括利益に関する事項を表示することができる。（第126条）」として，包
括利益を表示できる旨の規定がなされた。これは強制適用を促すものではないが，包括利益
計算書を財務諸表の一つとして受け入れる体系の準備は整っている。
25　期中の貸借対照表価額は取得原価で示されるため，時価と取得原価の比較が容易になると
いう長所もある。
26　ASB,Financial Reporting Standard 3,Reporting Financial Performance,1992
邦訳：原光世「財務報告基準第3号　財務業績の報告」田中弘・原光世　訳『イギリスの財
務報告基準』中央経済社 ,1994          
損益計算書に「総認識利得損失計算書」というもうひとつの計算書を追加する
形式で利得・損失を開示している。FRS3では，これまで議論してきたリサイ
クルを否定する基準を定めている。そして総認識利得損失計算書を要求する理
由として，英国では積立金会計 (Reserve Accounting)が法的または会計基準に
より容認または強制されていることを前提としながら，「報告実体の期間中の
財務業績を評価するためには，当期に認識されたすべての利得と損失を考慮に
入れる必要がある。したがって，この財務報告基準では，当期内に認識された
あらゆる種類の利得と損失によって株主資本がどの程度増減しているのかを示
すため，主要財務諸表の一つとして認識利得・損失計算書を要求している。こ
のような観点からは，同じ利得および損失は二重に認識すべきではないという
ことになる（例えば，固定資産の再評価時点で認識された保有利得は，この再
評価資産を売却した時点で再び認識すべきではない）。(par.56)」，つまりリサ
イクルは行ってはならないと明記されているのである。ところが，この資産を
売却し，損益が実現したときに積立評価損益と実現利益の差額分をどう処理す
るかという問題が生じる。そこで，FRS3では，図表13で見るように，「株主
資本変動表」中で再評価積立金から損益計算書（剰余金）に振替える処理を例
示している。この処理は，損益計算書ともうひとつの計算書であるところの，
株主資本変動表においてリサイクルと同じ処理をしていることになる27。した
がって，リサイクルを否定しているわけではない。
27　本稿の趣旨とはそれるので詳述は割愛するが，日本においても，1998年に時限立法とし
て「土地再評価法」が制定され，評価した差額を負債の部に表示することとされていた。し
かしその翌年，評価差額は資本の部に表示されることとなった。また，評価差額の取り崩し
に自己株式の買取により処理されることが容認されていた。2006年7月に日本公認会計士協
会「土地再評価差額金の会計処理に関するＱ＆Ａ」が改正され，その取崩額はFRS3と同様
に株主持分変動計算書によるものとされている。このように，日本の会計基準においても
FRS3に類似した実務処理が存在している。         
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剰余金
額面超過金勘定 再評価積立金 損益計算書 合計
再表示前期首残高 44 200 120 364
前期修正 (10) (10)
再表示後期首残高 44 200 110 354
株式発行における額面超過金 13 13
のれんの償却 (25) (25)
当期の損益計算書からの振替 21 21
実現利益の振替 (14) 14 0
投資有価証券の減価 (3) (3)
外貨建純投資の換算差額 (2) (2)
固定資産再評価積立金 4 4
期末残高 57 187 118 362
出所：FRS3 Appendix（網掛け部分は，強調表示した）
また最近の動向として，IASBは2005年11月にFASBとの共同プロジェク
ト『業績報告』セグメントAにおいて，リサイクルを認めるとの暫定合意に
もとづき，2006年3月に『改訂 IASNo.128　公開草案』を公表し29，続いて，
2007年9月に『IAS1（r2007）30』を公表した。公開草案の段階では，リサイ
クルされた額は，損益計算書（認識収益費用計算書）の本体または注記に表
示されることとなっていたが (par.94)，IAS1（r2007）では正式に包括利益計
算書が導入され，SFAS 130に歩調を合わせるように，一計算書形式と二計算
書形式の開示方法を定めている (par.81)。ただし，リサイクル（組替修正額：
reclassification adjustments）の表示は包括利益計算書に表示することもで
28　IASB,Exposure Draft of proposed Amendments to IAS 1 Presentation of Financial　
Statements—A Revised Presentation,2006.3
29　なお，2006年3月以降，「セグメント」は「フェーズ」と呼称が変わっている。なお，当
該プロジェクトの名称も2006年4月からは，「業績報告」から「財務諸表の表示」と改称さ
れている。
30　IASB,IAS 1 Presentation of Financial Statements(revise 2007),2007.9         
きるが，注記に表示することも認められている (par.94)。しかしながら，つづ
く第2ステージであるフェーズBでは，2006年10月の両審議会のジョイント・
ボード・ミーティングにおいて，セグメントAの暫定合意から一転し，「リサ
イクルの禁止」「純利益概念の廃止」を長期的ゴールとすることが合意されて
いる。こうしたことから，この後の動向は注目される。しかしながら，リサイ
クルに関する完全な議論の終結には至ってはいないようである。
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本稿では，有価証券の評価により生ずる評価差額の特質，すなわち包括利益
（その他の包括利益）の情報価値とリサイクル処理の意義とその処理をしてい
る基準とそれを行っていない基準を考察しながら包括利益の報告様式について
の考察をしてきた。
まず包括利益の特質については，それは売却可能有価証券（その他の有価証
券）の評価損益から生じるものであり，その性質は，伝統的な業績利益計算で
は算出されることができなかった情報価値つまり報告企業のリスクの状態をあ
らわしているということを確認できた。このことから，包括利益の構成要素で
ある，その他の包括利益は保有有価証券の未実現利益であると単にみることは
できないことになる。
また，リサイクル処理は報告様式の観点からみるならば，未実現利益が実現
した部分を実現利益に振替える処理であることから，リスクから解放された数
値が包括利益計算書で開示されている情報とみることができる。つまりその他
の包括利益を過去から累積してリサイクルを行なう米国基準は，リスクの状態
とリスクからの解放という情報を，包括利益計算書において明確に示しており，
財務報告に求められる役割を果たしているといえるのである。他方，日本基準
は売却可能有価証券の評価損益を米国基準と同様に毎期末に純資産の部に記載
し，リスクの状態を表示することになっている点ではアメリカ基準と同じであ
る。それに対して日本基準は，洗い替えという日本独自の処理が行なわれるた         
め，毎期リサイクル処理をしていることになる。洗い替えを行なうことにより，
期中の売却可能有価証券の残高が取得原価で表示されるため，わかり易いとい
う利点はあるが，未実現利益を累積しないことと，包括利益計算書自体が制度
化されていないため，リスクから解放された部分の情報をあらわすことができ
ないものとなっている。イギリスにおいては，リサイクルをFRS3の中で明確
に否定しており，売却可能有価証券が処理された期に，株主資本変動表中の実
現利益の振替の項目で残高を調整することになっており，結果的には損益表に
おいてリサイクルは行わないが，株主資本変動表の中で行う結果となっている。
以上，本稿で考察したように，なんらかの形で各国の会計基準はリサイクル
処理を行なっていた。このことは，包括利益とリサイクルに関する問題につい
て，実現利益との関連で議論されることが多いが，財務報告の目的と未実現利
益がキャッシュ・イン・フローに転化したタイミングすなわち認識・測定の処
理の問題として議論を行なう余地があるのではないかと思われる。また，包括
利益の本質というものは，その他の包括利益が業績指標性を持っているかとい
う議論も含めて考察されるべきものである。この点に関しては，今後の課題と
して残ることになる。
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